
議案第４０号

令和７年度

香春町一般会計補正予算

-25-



 

令 和 ７ 年 度 香 春 町 一 般 会 計 補 正 予 算（第３号） 

 

 

令和７年度香春町の一般会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

 

 

( 歳入歳出予算の補正 ) 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２２５，３５８千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ８，３７５，５１３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、｢ 第 １ 表  歳 入 歳 出 予 算 補 正 ｣ による。 

 

 ( 地方債の補正 ) 

第２条 地方債の追加及び変更は、「 第 ２ 表  地 方 債 補 正 」による。 

 

 

             令和７年９月９日提出 

 

福岡県香春町長     鶴 我 繁 和 
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　　　　　　　第  １  表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
 歳  　入 (単位：千円)

項 補正前の額 補正額 計

5,046 △280 4,766

  １地方特例交付金 5,045 △280 4,765

14,784 240 15,024

  １負担金 14,784 240 15,024

1,299,503 22,035 1,321,538

  １国庫負担金 673,512 6,243 679,755

  ２国庫補助金 621,477 15,792 637,269

601,755 1,452 603,207

  ２県補助金 217,264 1,452 218,716

193,949 8,386 202,335

  ４受託事業収入 106,988 1,732 108,720

  ５雑入 83,614 6,654 90,268

1,177,332 △248,320 929,012

  １基金繰入金 1,177,331 △248,320 929,011

1 420,845 420,846

  １繰越金 1 420,845 420,846

430,000 21,000 451,000

  １町債 430,000 21,000 451,000

8,150,155 225,358 8,375,513

款

  ９地方特例交付金

１２分担金及び負担金

１４国庫支出金

１５県支出金

１８諸収入

歳　　　　入　　　　合　　　　計

１９繰入金

２０繰越金

２１町債
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 歳　  出 (単位：千円)

項 補正前の額 補正額 計

1,526,541 157,554 1,684,095

  １総務管理費 1,392,075 156,165 1,548,240

  ２徴税費 65,581 707 66,288

  ３戸籍住民登録費 43,193 682 43,875

2,912,793 25,810 2,938,603

  １社会福祉費 1,668,773 17,587 1,686,360

  ２児童福祉費 1,188,106 8,223 1,196,329

589,089 2,113 591,202

  １保健衛生費 161,928 2,113 164,041

61,233 2,000 63,233

  １商工費 61,233 2,000 63,233

643,436 17,554 660,990

  ２道路橋梁費 213,152 16,134 229,286

  ４住宅費 341,621 1,420 343,041

707,651 3,145 710,796

  １教育総務費 107,302 1,591 108,893

  ３幼稚園費 20,981 809 21,790

  ５社会教育費 163,901 745 164,646

5,402 17,182 22,584

  １公共土木施設災害復旧 2,401 14,462 16,863

    費

  ２農林水産施設災害復旧 3,001 2,720 5,721

    費

8,150,155 225,358 8,375,513

款

  ２総務費

  ３民生費

  ４衛生費

  ７商工費

  ８土木費

１０教育費

歳　　　　出　　　　合　　　　計

１１災害復旧費
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限度額 起債の方法

千円

2,900 証書借入

限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

千円 千円

過疎対策事
業に充当の
ため
（過疎対策
事業債）

381,600 証書借入

4.0％以内
（但し、利率
見直し方式
で借り入れ
る政府資金
及び地方公
共団体金融
機構資金に
ついて、利
率の見直し
を行った後
において
は、その見
直し後の利
率）

政府資金
について
は、その融
資条件によ
り、銀行そ
の他の場
合にはその
債権者と協
定するもの
による。た
だし町財政
の都合によ
り据置期間
及び償還
期限を短
縮し、又は
繰上償還も
しくは低利
に借換え
することが
できる。

382,600 証書借入

4.0％以内
（但し、利率
見直し方式
で借り入れ
る政府資金
及び地方公
共団体金融
機構資金に
ついて、利
率の見直し
を行った後
において
は、その見
直し後の利
率）

政府資金
について
は、その融
資条件によ
り、銀行そ
の他の場
合にはその
債権者と協
定するもの
による。た
だし町財政
の都合によ
り据置期間
及び償還
期限を短
縮し、又は
繰上償還も
しくは低利
に借換え
することが
できる。

公共土木施設災害復旧
事業に充当のため
（補助災害復旧事業債）

政府資金については、その融資条
件により、銀行その他の場合にはそ
の債権者と協定するものによる。た
だし町財政の都合により据置期間及
び償還期限を短縮し、又は繰上償
還もしくは低利に借換えすることがで
きる。

第 ２ 表　　　　地　　方　　債　　補　　正

起債の目的

補正前 補正後

起債の目的 利率 償還の方法

　追　　加

　変　　更

4.0％以内（但し、利率
見直し方式で借り入れ
る政府資金及び地方
公共団体金融機構資
金について、利率の見
直しを行った後におい
ては、その見直し後の
利率）
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歳入歳出補正予算

事項別明細書
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１．総　  括　　歳入歳出予算事項別明細書
  歳  　入

補正前の額

１ 町税 891,561

２ 地方譲与税 49,163

３ 利子割交付金 331

４ 配当割交付金 4,836

５ 株式等譲渡所得割交付金 4,139

６ 法人事業税交付金 17,412

７ 地方消費税交付金 236,232

８ 環境性能割交付金 9,249

９ 地方特例交付金 5,046

１０ 地方交付税 2,739,303

１１ 交通安全対策特別交付金 1,805

１２ 分担金及び負担金 14,784

１３ 使用料及び手数料 152,252

１４ 国庫支出金 1,299,503

１５ 県支出金 601,755

１６ 財産収入 11,501

１７ 寄附金 310,001

１８ 諸収入 193,949

１９ 繰入金 1,177,332

２０ 繰越金 1

２１ 町債 430,000

8,150,155歳　　入　　合　　計

款
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（単位：千円）

補正額 計

0 891,561

0 49,163

0 331

0 4,836

0 4,139

0 17,412

0 236,232

0 9,249

△280 4,766

0 2,739,303

0 1,805

240 15,024

0 152,252

22,035 1,321,538

1,452 603,207

0 11,501

0 310,001

8,386 202,335

△248,320 929,012

420,845 420,846

21,000 451,000

225,358 8,375,513
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  歳　  出

補 正 前 の 額 補　正　額 計

１ 議会費 88,806 0 88,806

２ 総務費 1,526,541 157,554 1,684,095

３ 民生費 2,912,793 25,810 2,938,603

４ 衛生費 589,089 2,113 591,202

５ 労働費 1 0 1

６ 農林水産業費 309,525 0 309,525

７ 商工費 61,233 2,000 63,233

８ 土木費 643,436 17,554 660,990

９ 消防費 205,401 0 205,401

１０ 教育費 707,651 3,145 710,796

１１ 災害復旧費 5,402 17,182 22,584

１２ 公債費 1,090,274 0 1,090,274

１３ 諸支出金 3 0 3

１４ 予備費 10,000 0 10,000

8,150,155 225,358 8,375,513歳　　出　　合　　計

款
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（単位：千円）

国県支出金 地　　方　　債 そ　　の　　他

5,442 △240 152,352

10,318 2,044 13,448

1,724 389

2,000

16,100 1,420 34

3,145

6,003 2,900 240 8,039

23,487 21,000 3,464 177,407

特　　　　　定　　　　　財　　　　　源
補　正　額　の　財　源　内　訳

一　般　財　源
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歳　入
款 ９ 地方特例交付金

款 項 目

9 地方特例交付金 5,046 △280 4,766

1 地方特例交付金 5,045 △280 4,765

1 地方特例交付金 5,045 △280 4,765

12分担金及び負担金 14,784 240 15,024

1 負担金 14,784 240 15,024

4 災害復旧費負担金 0 240 240

14国庫支出金 1,299,503 22,035 1,321,538

1 国庫負担金 673,512 6,243 679,755

1 民生費国庫負担金 663,372 240 663,612

3 災害復旧費国庫負担金 0 6,003 6,003

2 国庫補助金 621,477 15,792 637,269

1 総務費国庫補助金 253,312 7,658 260,970

2 民生費国庫補助金 237,166 8,134 245,300

科　　　　　　　　　　　目
補 正 前 の 額 補　　正　　額 計
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（単位：千円）

区　　分 金　　額

1 地方特例交 △280 住宅借入金等特別税額控除減収補てん特例交                       19
  付金 付金

定額減税減収補てん特例交付金                    △299

1 農林水産施 240 現年災害復旧事業費分担金                       240
  設負担金

1 社会福祉費 240 障がい者自立支援給付費負担金                      240
  負担金

1 公共土木施 6,003 現年災害復旧事業費負担金                     6,003
  設災害復旧
  費負担金

1 総務管理費 6,976 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金                    6,976
  補助金

2 戸籍住民登 682 社会保障・税番号制度システム整備費補助金                      682
  録費補助金

1 社会福祉費 7,584 年金生活者支援給付金支給業務市町村事務取                      316
  補助金 扱交付金

地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金                    7,268

節
説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
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款 １４ 国庫支出金

款 項 目

15県支出金 601,755 1,452 603,207

2 県補助金 217,264 1,452 218,716

2 民生費県補助金 76,235 1,452 77,687

18諸収入 193,949 8,386 202,335

4 受託事業収入 106,988 1,732 108,720

1 民生費受託事業収入 99,118 1,732 100,850

5 雑入 83,614 6,654 90,268

6 雑入 32,347 6,654 39,001

19繰入金 1,177,332 △248,320 929,012

1 基金繰入金 1,177,331 △248,320 929,011

1 基金繰入金 1,177,331 △248,320 929,011

20繰越金 1 420,845 420,846

1 繰越金 1 420,845 420,846

1 繰越金 1 420,845 420,846

科　　　　　　　　　　　目
補 正 前 の 額 補　　正　　額 計
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（単位：千円）

区　　分 金　　額

2 児童福祉費 550 保育対策総合支援事業費補助金                      550
  補助金

1 社会福祉費 1,452 子ども・子育て支援事業費補助金                    1,452
  補助金

1 社会福祉費 1,732 包括的支援事業収入                     1,732
  受託事業収
  入

7 保険健康課 6,654 後期高齢者医療集団健診事務費交付金                      312
  雑入 後期高齢者医療療養給付費返還金                    5,633

後期高齢者医療広域連合事務費返還金                      709

1 基金繰入金 △248,320 地域振興基金取崩収入                     1,420
事務ＯＡ化基金取崩収入                     △240
財政調整基金取崩収入                 △249,500

1 繰越金 420,845 繰越金                   420,845

節
説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
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款 ２１ 町債

款 項 目

21町債 430,000 21,000 451,000

1 町債 430,000 21,000 451,000

1 過疎対策事業債 364,500 18,100 382,600

8 災害復旧債 0 2,900 2,900

科　　　　　　　　　　　目
補 正 前 の 額 補　　正　　額 計
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（単位：千円）

区　　分 金　　額

1 過疎対策事 18,100 過疎対策事業債                    18,100
  業債

1 公共土木施 2,900 現年補助災害復旧事業債                     2,900
  設災害復旧
  債

節
説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

-41-



歳　出
款 ２ 総務費

国県支出金 地 方 債 そ の 他

2 総務費 1,526,541 157,554 1,684,095 5,442 △240

1 総務管理費 1,392,075 156,165 1,548,240 4,760 △240

5 財産管理費 52,702 1,507 54,209

6 企画調査費 227,991 5,389 233,380 4,520

8 電算費 130,304 0 130,304 240 △240

9 基金管理費 173,746 149,707 323,453

11住民主体のまちづ 31,104 △438 30,666
  くり推進事業費

2 徴税費 65,581 707 66,288

1 税務総務費 61,547 707 62,254

3 戸籍住民登録費 43,193 682 43,875 682

1 戸籍住民登録費 43,193 682 43,875 682

補 正 額 計
補　正　額　の　財　源

款 項 目
特 　　定 　　財 　　源

科　　　　　目
補正前の額
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（単位：千円）

内　　訳

区　　分 金　　額

152,352

151,645

1,507 12委　託　料 1,507 〇財産管理費一般事業               1,507
　委　託　料               1,507
　　　・町有地草刈等委託料               1,507

869 10需　用　費 184 〇企画調査費一般事業               5,389
　需　用　費                 184
　　　・消耗品費                 184

18負担金補助 5,205 　負担金補助及び交付金               5,205
  及び交付金 　　　・タクシー利用助成金               5,205

149,707 24積　立　金 149,707 〇基金管理費一般事業             149,707
　積　立　金             149,707
　　　・減債基金積立金              40,000
　　　・事務ＯＡ化基金積立金              50,000
　　　・地域振興基金積立金              59,707

△438 1 報　　　酬 △438 〇会計年度任用職員人件費               △438
　報　　　酬               △438
　　　・会計年度任用職員報酬               △438

707

707 12委　託　料 707 〇税務総務費一般事業                 707
　委　託　料                 707
　　　・確定申告受付補助業務                 305
　　　　委託料

　　　・固定資産異動入力補助                 402
　　　　業務委託料

12委　託　料 682 〇戸籍住民登録費一般事業                 682
　委　託　料                 682
　　　・戸籍情報システム改修                 682
　　　　委託料

節 説　　　　　　　　　　　　明
一般財源
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款 ３ 民生費

国県支出金 地 方 債 そ の 他

3 民生費 2,912,793 25,810 2,938,603 10,318 2,044

1 社会福祉費 1,668,773 17,587 1,686,360 9,036 2,044

2 国民年金事務費 6,404 316 6,720 316

3 老人福祉費 17,885 7,268 25,153 7,268

8 障がい者自立支援 605,714 6,507 612,221
  費

11後期高齢者医療費 285,313 1,764 287,077 1,452 312

12地域包括支援セン 55,807 1,732 57,539 1,732
  ター運営費

補　正　額　の　財　源

款 項 目
特 　　定 　　財 　　源

科　　　　　目
補正前の額 補 正 額 計

-44-



（単位：千円）

内　　訳

区　　分 金　　額

13,448

6,507

12委　託　料 316 〇国民年金事務費一般事業                 316
　委　託　料                 316
　　　・システム改修委託料                 316

18負担金補助 7,268 〇老人福祉費一般事業               7,268
  及び交付金 　負担金補助及び交付金               7,268

　　　・地域介護・福祉空間整               7,268
　　　　備等施設整備交付金

6,507 22償還金利子 6,507 〇障がい者自立支援費一般事                  32
  及び割引料 　　業

　償還金利子及び割引料                  32
　　　・障がい者自立支援給付                  32
　　　　費国庫負担金精算返納

　　　　金

〇障がい者医療費支給事業               1,934
　償還金利子及び割引料               1,934
　　　・障がい者医療費国庫負               1,289
　　　　担金精算返納金

　　　・障がい者医療費県費負                 645
　　　　担金精算返納金 

〇障がい福祉サービス給付事               4,541
　　業

　償還金利子及び割引料               4,541
　　　・障がい者自立支援給付               3,027
　　　　費国庫負担金精算返納

　　　　金

　　　・障がい者自立支援給付               1,514
　　　　費県費負担金精算返納

　　　　金

11役　務　費 312 〇後期高齢者医療費一般事業               1,764
　役　務　費                 312
　　　・郵便料                 312

27繰　出　金 1,452 　繰　出　金               1,452
　　　・事務費繰出金               1,452

1 報　　　酬 1,194 〇会計年度任用職員人件費               1,681
　報　　　酬               1,194
　　　・会計年度任用職員報酬               1,194
　職員手当等                 230

節 説　　　　　　　　　　　　明
一般財源
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款 ３ 民生費

国県支出金 地 方 債 そ の 他

2 児童福祉費 1,188,106 8,223 1,196,329 1,282

1 児童福祉総務費 267,907 998 268,905

2 保育所費 722,413 4,459 726,872 1,282

科　　　　　目
補正前の額 補 正 額 計

補　正　額　の　財　源

款 項 目
特 　　定 　　財 　　源
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（単位：千円）

内　　訳

区　　分 金　　額

3 職員手当等 230 　　　・会計年度任用職員期末                 230
　　　　・勤勉手当

　共　済　費                 231
4 共　済　費 231 　　　・会計年度任用職員社会                 136

　　　　保険料

　　　・会計年度任用職員共済                  95
8 旅　　　費 77 　　　　組合負担金

  　 　旅　　　費　                  26
　　　・会計年度任用職員費用                  26
　　　　弁償

〇包括的支援事業                  51
　旅　　　費　                  51
　　　・費用弁償                  51

6,941

998 22償還金利子 998 〇児童福祉総務費一般事業                 179
  及び割引料 　償還金利子及び割引料                 179

　　　・児童手当国庫負担金精                 179
　　　　算返納金

〇放課後児童健全育成事業                 763
　償還金利子及び割引料                 763
　　　・子ども子育て交付金精                 361
　　　　算返納金

　　　・放課後児童健全育成事                 361
　　　　業費県費補助金精算返

　　　　納金

　　　・放課後児童クラブ利用                  11
　　　　料減免事業県費補助金

　　　　精算返納金

　　　・性被害防止対策に係る                  30
　　　　設備等支援事業費国庫

　　　　補助金返納金

〇こんにちは赤ちゃん事業                  56
　償還金利子及び割引料                  56
　　　・子ども子育て交付金精                  56
　　　　算返納金

3,177 1 報　　　酬 1,583 〇会計年度任用職員人件費               2,460
　報　　　酬               1,583
　　　・会計年度任用職員報酬               1,583

3 職員手当等 406 　職員手当等                 406
　　　・会計年度任用職員期末                 406
　　　　・勤勉手当

4 共　済　費 328 　共　済　費                 328
　　　・会計年度任用職員社会                 193
　　　　保険料

　　　・会計年度任用職員共済                 135

節 説　　　　　　　　　　　　明
一般財源

-47-



款 ３ 民生費

国県支出金 地 方 債 そ の 他

3 子育て支援センタ 30,566 720 31,286
  ー施設費

5 障がい児通所支援 114,214 915 115,129
  費

6 未熟児養育医療対 849 462 1,311
  策費

7 こども家庭センタ 1,022 669 1,691
  ー事業費

補 正 額 計
補　正　額　の　財　源

款 項 目
特 　　定 　　財 　　源

科　　　　　目
補正前の額
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（単位：千円）

内　　訳

区　　分 金　　額

8 旅　　　費 143 　　　　組合負担金

  　 　旅　　　費　                 143
　　　・会計年度任用職員費用                 143
　　　　弁償

10需　用　費 1,132 〇保育所費一般事業               1,157
　需　用　費               1,132
　　　・修繕料                 400

18負担金補助 825 　　　・食糧費                 732
  及び交付金 　償還金利子及び割引料                  25

　　　・性被害防止対策に係る                  25
　　　　設備等支援事業費国庫

22償還金利子 42 　　　　補助金精算返納金

  及び割引料 〇私立保育園へ運営委託                 842
　負担金補助及び交付金                 825
　　　・保育所等業務効率化推                 825
　　　　進事業費補助金

　償還金利子及び割引料                  17
　　　・子どものための教育・                  17
　　　　保育給付交付金国庫交

　　　　付金精算返納金

720 10需　用　費 324 〇子育て支援センター施設費                 346
　　一般事業

　委　託　料                 346
　　　・警備委託料                 346

12委　託　料 346 〇子育て支援センター事業                 374
　需　用　費                 324
　　　・光熱水費                 324

13使用料及び 50 　使用料及び賃借料                  50
  賃借料 　　　・ソフトウェア使用料                  50

915 22償還金利子 915 〇障がい児通所支援事業                 915
  及び割引料 　償還金利子及び割引料                 915

　　　・障がい児入所給付費等                 610
　　　　国庫負担金精算返納金

　　　・障がい児入所給付費等                 305
　　　　県費負担金精算返納金

462 22償還金利子 462 〇未熟児養育医療費助成事業                 462
  及び割引料 　償還金利子及び割引料                 462

　　　・養育医療費国庫負担金                 252
　　　　精算返納金

　　　・養育医療費県費負担金                 210
　　　　精算返納金

669 22償還金利子 669 〇こども家庭センター事業                 669
  及び割引料 　償還金利子及び割引料                 669

節 説　　　　　　　　　　　　明
一般財源
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款 ３ 民生費

国県支出金 地 方 債 そ の 他

4 衛生費 589,089 2,113 591,202 1,724

1 保健衛生費 161,928 2,113 164,041 1,724

1 保健衛生総務費 67,378 108 67,486

2 予防接種費 52,852 270 53,122

3 健康づくり対策費 21,096 3 21,099

4 母子保健費 18,331 1,732 20,063 1,724

7 商工費 61,233 2,000 63,233 2,000

1 商工費 61,233 2,000 63,233 2,000

補　正　額　の　財　源

款 項 目
特 　　定 　　財 　　源

科　　　　　目
補正前の額 補 正 額 計
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（単位：千円）

内　　訳

区　　分 金　　額

　　　・子ども子育て交付金精                 669
　　　　算返納金

389

389

108 1 報　　　酬 108 〇会計年度任用職員人件費                 108
　報　　　酬                 108
　　　・会計年度任用職員報酬                 108

270 11役　務　費 106 〇予防接種費一般事業                 164
　償還金利子及び割引料                 164
　　　・新型コロナウイルスワ                 122

22償還金利子 164 　　　　クチン接種体制確保事

  及び割引料 　　　　業国補助金精算返納金

　　　・特定感染症検査等事業                  42
　　　　国庫補助金精算返納金

〇Ｂ類定期予防接種事業                 106
　役　務　費                 106
　　　・郵便料                 106

3 22償還金利子 3 〇健康づくり対策費一般事業                   3
  及び割引料 　償還金利子及び割引料                   3

　　　・健康増進事業費県補助                   3
　　　　金精算返納金

8 7 報　償　費 1,608 〇乳幼児健診事業                   8
　償還金利子及び割引料                   8
　　　・母子保健衛生費国庫補                   8

10需　用　費 110 　　　　助金精算返納金

〇妊娠・出産包括支援事業               1,724
　報　償　費               1,608

11役　務　費 6 　　　・妊娠応援品代               1,608
　需　用　費                 110
　　　・印刷製本費                 110

22償還金利子 8 　役　務　費                   6
  及び割引料 　　　・手数料                   6

節 説　　　　　　　　　　　　明
一般財源
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款 ７ 商工費

国県支出金 地 方 債 そ の 他

2 商工振興費 9,819 2,000 11,819 2,000

8 土木費 643,436 17,554 660,990 16,100 1,420

2 道路橋梁費 213,152 16,134 229,286 16,100

3 橋梁新設改良費 32,914 16,134 49,048 16,100

4 住宅費 341,621 1,420 343,041 1,420

3 住宅改善事業費 184,365 1,420 185,785 1,420

10教育費 707,651 3,145 710,796

1 教育総務費 107,302 1,591 108,893

2 事務局費 70,817 160 70,977

4 若年者専修学校等 806 144 950
  技能習得資金貸付

  事業費

5 廃校施設管理費 27,921 1,287 29,208

科　　　　　目
補正前の額 補 正 額 計

補　正　額　の　財　源

款 項 目
特 　　定 　　財 　　源
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（単位：千円）

内　　訳

区　　分 金　　額

18負担金補助 2,000 〇創業支援事業               2,000
  及び交付金 　負担金補助及び交付金               2,000

　　　・創業者支援補助金               2,000

34

34

34 21補償補てん 16,134 〇橋梁長寿命化事業              16,134
  及び賠償金 　補償補てん及び賠償金              16,134

　　　・補償費              16,134

14工事請負費 1,420 〇町営住宅等長寿命化事業               1,420
　工事請負費               1,420
　　　・工事請負費               1,420

3,145

1,591

160 1 報　　　酬 158 〇会計年度任用職員人件費（                 160
　　事務補助員）

　報　　　酬                 158
8 旅　　　費 2 　　　・会計年度任用職員報酬                 158
  　 　旅　　　費　                   2

　　　・会計年度任用職員費用                   2
　　　　弁償

144 22償還金利子 144 〇若年者専修学校等技能習得                 144
  及び割引料 　　資金貸付事業

　償還金利子及び割引料                 144
　　　・県補助金返還金                 144

1,287 12委　託　料 1,287 〇廃校施設管理費一般事業               1,287
　委　託　料               1,287
　　　・旧学校用地草刈等委託               1,287
　　　　料

節 説　　　　　　　　　　　　明
一般財源
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款 １０ 教育費

国県支出金 地 方 債 そ の 他

3 幼稚園費 20,981 809 21,790

1 幼稚園費 20,981 809 21,790

5 社会教育費 163,901 745 164,646

2 町民センター施設 24,792 745 25,537
  管理費

11災害復旧費 5,402 17,182 22,584 6,003 2,900 240

1 公共土木施設災害復旧 2,401 14,462 16,863 6,003 2,900
  費

1 現年災害復旧事業 2,401 14,462 16,863 6,003 2,900
  費

2 農林水産施設災害復旧 3,001 2,720 5,721 240
  費

補 正 額 計
補　正　額　の　財　源

款 項 目
特 　　定 　　財 　　源

科　　　　　目
補正前の額
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（単位：千円）

内　　訳

区　　分 金　　額

809

809 22償還金利子 809 〇幼稚園費一般事業                 809
  及び割引料 　償還金利子及び割引料                 809

　　　・子育てのための施設等                 130
　　　　利用給付交付金国庫交

　　　　付金精算返納金

　　　・子育てのための施設等                 204
　　　　利用給付交付金県負担

　　　　金精算返納金

　　　・子どものための教育・                 104
　　　　保育給付費県費負担金

　　　　精算返納金

　　　・福岡県子どものための                 371
　　　　教育・保育給付費補助

　　　　金精算返納金

745

745 14工事請負費 745 〇町民センター施設管理費一                 745
　　般事業

　工事請負費                 745
　　　・工事請負費                 745

8,039

5,559

5,559 8 旅　　　費 12 〇公共土木現年災害復旧事業              14,462
  　 　　費一般事業

　旅　　　費　                  12
　　　・普通旅費                  12

10需　用　費 800 　需　用　費                 800
　　　・消耗品費                 200
　　　・修繕料                 600

14工事請負費 12,900 　工事請負費              12,900
　　　・工事請負費              12,900
　原材料費                 750

15原材料費 750 　　　・補修用原材料費                 750

2,480

節 説　　　　　　　　　　　　明
一般財源
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款 １１ 災害復旧費

国県支出金 地 方 債 そ の 他

1 現年災害復旧事業 3,001 2,720 5,721 240
  費

補　正　額　の　財　源

款 項 目
特 　　定 　　財 　　源

科　　　　　目
補正前の額 補 正 額 計
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（単位：千円）

内　　訳

区　　分 金　　額

2,480 10需　用　費 800 〇農林現年災害復旧事業費一               2,720
　　般事業

　需　用　費                 800
　　　・修繕料                 800

14工事請負費 1,000 　工事請負費               1,000
　　　・工事請負費               1,000
　原材料費                 920

15原材料費 920 　　　・補修用原材料費                 920

節 説　　　　　　　　　　　　明
一般財源
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1.特別職

報酬 給料
期末
手当
（千円）

地域
手当

寒冷地手
当

その他の
手当

計

（人） （千円） （千円）
年間支
給率（月

分）
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

5,208

2.50

8,643

2.50

650 65,585 21,732 13,851 0 0 0 101,168 20,342 121,510

5,208

2.50

8,643

2.50

650 65,585 21,732 13,851 0 0 0 101,168 20,342 121,510

0

0.00

0

0.00

0

0.00

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

給　　与　　費　　明　　細　　書

議員

0

0 0

0

0

補正前

その他の特別
職

長等

議員

長等

比較

計

9,847

3

29,513

0

29,513

0 0

54,562

0 0

44,715 9,847

26,940

26,940

44,715

29,513

備考

10,495 37,435

54,562

給与費

合計

0 0

29,513

共済費

29,513

10,495 37,435

634 29,513

21,732

0

0 0

0

0 0 0

00

00

その他の特別
職

0 0

0 0

計

634

3

13 36,072

職員数

21,732

区分

長等

補正後
その他の特別
職

計

36,072議員 13
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2.一般職
(1)総括
　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

報酬 給料
職員手
当

計

129

(0)

129

(0)

0

0

（単位：千円）
扶養手
当

地域手
当

通勤手
当

住居手
当

管理職
手当

超過勤
務手当

期末勤
勉手当

その他
の手当

17,010 10,453 6,999 12,064 7,449 29,783 210,726 19,427

17,010 10,453 6,999 12,064 7,449 29,783 210,726 19,427

0 0 0 0 0 0 0 0

　イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

報酬 給料
職員手

当
計

82

(76)

79

(73)

3

(3)

（単位：千円）

扶養手
当

地域手
当

通勤手
当

住居手
当

管理職
手当

超過勤
務手当

期末勤
勉手当

その他
の手当

0 0 304 0 0 201 50,588 0

0 0 304 0 0 201 49,952 0

0 0 0 0 0 0 636 0

0

補正後

補正前

区分

補正後

補正前

職員手当の内訳

区分

補正後

補正前

比較

給与費
職員数
（人）

0

共済費

職員手当の内訳

区　　分

比較

備考合　計

1,033,375

313,911 814,958 218,417 1,033,375

814,958 218,417

238,355

職員数
（人）

共済費

0

0

501,047

0

313,911

区　　分

501,047

0 0

給与費
合　計 備考

補正後 134,764 15,601 51,093 201,458 36,897

補正前 132,159 15,601 50,457 198,217 36,338

比較

比較 2,605 0 636 3,241

備考　１　この表は、給料をもつて支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に係る職員
を含む。）で予算の積算の基礎となつたものについて記載すること。
２　（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きすること。

備考　１　この表は、報酬又は給料をもつて支弁される会計年度任用職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予
算の積算の基礎となつたものについて記載すること。
２　（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であつて、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要す
る職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書きすること。

559 3,800

234,555
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(2)給料及び職員手当の増減額の明細
　ア　会計年度任用職員以外の職員 (単位：千円）

　イ　会計年度任用職員 (単位：千円）

(3)給料及び職員手当の状況

　ア　職員1人当たり給与

　イ　初任給
（単位：円）

0

備考

職員手当 636
制度改正に伴う増減分 0

その他の増減分 636

その他の増減分

区分 増減額 増減事由別内訳 備考

給料 0

給与改正に伴う増減分 0

昇給に伴う増加分

増減額 増減事由別内訳

0

給料 0

区分

その他の増減分 0

0

高校卒 188,000 147,900 188,000

大学卒 220,000 -

41.6

令和7年6月1日現在

その他の増減分 0
職員手当 0

制度改正に伴う増減分

220,000

207,400

昇給に伴う増加分 0

-

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平均年齢（歳）

0

給与改正に伴う増減分

0

0.0

358,541

0

0.0

0

358,541

41.8

323,674

技能職

国の制度

区分 行政職 技能職

0

平均年齢（歳）

平均給料月額（円）

323,674

令和7年9月1日現在

行政職
区分 行政職 技能職

平均給与月額（円）
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　ウ　級別職員数

級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比

1級 6 4.7% 1級 1級 6 4.7% 1級

2級 26 20.2% 2級 2級 26 20.2% 2級

3級 40 31.0% 3級 3級 40 31.0% 3級

4級 33 25.6% 4級 4級 33 25.6% 4級

5級 13 10.1% 5級 5級 13 10.1% 5級

6級 11 8.5% 6級 11 8.5%

計 129 100.0% 計 0 0.0% 計 129 100.0% 計 0 0.0%

（級別の標準的な職務内容）

用務員等、給食調理員、作業員、自動車運転手、
一般技能職員、事務補の職務

相当の技能又は経験を必要とする業務を行う給食
調理員、作業員、自動車運転手、一般技能職員及
び事務補の職務
相当困難な業務を行う用務員等の職務

高度の技能又は経験を必要とする業務を行う給食
調理員、作業員、自動車運転手、一般技能職員及
び事務補の職務
困難な業務を行う用務員等の職務

特に高度の技能又は経験を必要とする業務を行う
給食調理員、作業員、自動車運転手、一般技能職
員及び事務補の職務
特に困難な業務を行う用務員等の職務

区　　分

1級

2級

3級

一般職

主事、技師、保健師、保育士、調理師、栄養士
の職務

主任主事、主任技師、主任保健師、主任保育
士、主任調理師、主任栄養士の職務

係長、保育所長、主査の職務

用務員等、給食調理員、作業員、自動車運転手、
一般技能職員、事務補の職務

4級

5級

6級

会計管理者、課等の長又は相当困難な業務を
所掌する課長補佐及び主幹の職務

会計管理者又は困難な業務を所掌する課等の
長の職務

課長補佐又は相当困難な業務を所掌する係長、保
育所長及び特に困難な業務を所掌する主査の職
務

令和7
年9月
1日現
在

令和7
年6月1
日現在

区分
行政職 技能職

区分
技能職行政職

単純労務職

-61-



　エ　昇給

　オ　期末手当、勤勉手当

※　（　）内は、再任用職員の標準的な支給率

-

0

0

0

0

0

0

-

0

89.9

116 116

1

備考

比較　（Ｂ）／（Ａ）　　（％）

職制上の段階、職務の級
等による加算措置

6月（月分）
区分

有

12月（月分）

有

有

補正後

4号給（人）

3号給（人） 25 25 0

87 087

3

8号給（人） 3

補正前

職員数　（Ａ）　　（人） 129 129

号級数別内
訳

1号給（人）

3

89.9

129

3

1

25

0 0

116

1

職員数　（Ａ）　　（人）

昇給に係る職員数　（Ｂ）
（人）

1号給（人）

3号給（人）

5号給（人） 0

行政職 技能職

116

0129

2.300

区分 合計

補正前

国の制度

(1.200)

(1.200)

補正後

2.300

2.300

(1.200)

2.300

2.300

2.300

4.600

4.600

4.600

(2.400)

(1.200) (2.400)

(1.200) (1.200) (2.400)

2号給（人）

87

25

1

4号給（人）

昇給に係る職員数　（Ｂ）
（人）

比較　（Ｂ）／（Ａ）　　（％） 89.9

号級数別内
訳

87

0 0 0

0

89.9

0

2号給（人）

支給期別支給率 支給率計

（月分）
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　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　キ　地域手当

　ク　特殊勤務手当

　ケ　その他の手当

同　じ

－

－

－

47.709 有

国の指定基準に基づく
支給率（％）

最高限度
（月分）

伝染病防疫作業手当・行旅死亡人取扱業務手当

国の制度との異同 差異の内容

－

－ －－

代表的な特殊勤務手当の名称

通勤手当 同　じ

扶養手当 同　じ

住居手当

給与総額に対する比較　　（％） － －

支給対象職員の比較　　（％）
（令和7年9月1日現在）

区分

2% 129 4%

区分 全職種 行政職 技能職

24.586875 33.27075 47.709 47.709 有

支給率　（％） 支給対象職員数　（人）

区分

支給率等

国の制度
（支給率等）

その他の加算措
置等

24.586875 33.27075 47.709

20年勤続の者
（月分）

25年勤続の者
（月分）

35年勤続の者
（月分）

備考
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